






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(203) In re Gault,387U.S.1(1967).
(204) アメリカ連邦最高裁は、1966年にケント判決（Kent v.United States,383U.
S. 541(1966)）を、1967年にゴールト判決を、1970年にウィンシップ判決（In re
 
Winship,397U.S.358(1970)）を出している。これらの判決を受けて、わが国で
は、『家庭裁判月報』誌上で、ゴールト判決等の翻訳が紹介されている。(?ジェラ
ルド･フランシス･ゴールト事件」松尾浩也＝菊地和典訳･家裁月報20巻５号（昭
和43年）23-103頁等)。また、同じ時期に、同誌上では、少年司法に関するアメリ
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以上のことからも、?虞犯少年」規定の解釈（と適用）に関する上記の
変化は、司法機関が「虞犯少年」規定の解釈（と適用）をおこなう際に、
デュー･プロセスの原則を重視するようになった結果であると言えるであ
ろう。いわば、ジャスティスであることを、すなわち「公正さ」を重視す
るようになったと言える。
こうしたことは、リベラリズムの立場から示される、あらゆる正義の構
想に共通する正義の概念を定式化する命題である「等しきものは等しく、
不等なるものは不等に扱わるべし」という定式、すなわち「正義定式」か
らすれば妥当なことであるだ
(205)
ろう。しかしながら、こうした視点のみを追
求すれば、虞犯事実は、明確に他者の利益を侵害するような犯罪事実より
も軽微な非行事実なのだから、?虞犯少年」に対しては、?犯罪少年」に対
する場合と比較して自由を制約する程度のより低い処分を科するのが妥当
であるという帰結にもなり得るであ
(206)
ろう。さらには、リベラリズムの支持
する「侵害原理」(harm principle）をもってして、?虞犯少年」は、そも
そも他者の利益を侵害していないのだから、保護処分によって自由を制約
すること自体が正当化し得ないのではないかという結論をも導出し得るで
カ連邦最高裁の動向を積極的に紹介する論考が数多く発表されている。(鈴木茂嗣
「少年審判手続の『刑事訴訟化論』について」家裁月報24巻６号（昭和47年）１-37
頁、田宮裕「少年審判とデュー･プロセス―その意義と限界―」家裁月報24巻12号
（昭和47年）１-36頁、平場安治「少年法における保護主義と適正手続―少年法改正
との関連において―」家裁月報26巻７号（昭和49年）１-16頁、松尾浩也「最近に
おけるアメリカ少年手続の動向について」家裁月報20巻５号（昭和43年）１-22頁
等)。なお、前述の昭和43（1968）年２月に開催された全国少年係裁判官会同では、
アメリカ合衆国におけるゴールト判決を始めとした「適正手続の観点から少年審判
手続の改善を志向する動き」(家庭局長説明）をふまえて、?適正手続の保障」と
「処遇の適正化」が協議事項とされていた。(最高裁判所事務総局家庭局･前掲注
（63）４-13頁)。
(205) 井上達夫『共生の作法―会話としての正義』(創文社、1986年）36-37頁、45-
46頁、109頁参照。
(206) 図３でも示した通り、現在でも一定割合の「虞犯少年」が少年院送致の保護処
分決定を受けており、司法機関は、こうした帰結を完全に支持するにまでは至って
いないと言えるだろう。
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あろう。
ただ、私は、?虞犯少年」の概念には、こうした「公正さ」への要請だ
けでは理解し得ないものもまた含まれているのではないかと考える。?公
正さ」や「少年の権利保障」という視点からだけでは見えてこないよう
な、またそうした視点だけに偏れば取りこぼしてしまうような要請もまた
「虞犯少年」の概念は含んでいるのではないだろうか。
公権力の所在において、司法機関は、法概念を終局的に有権解釈するこ
とのできる地位にある。そうした司法機関による「公正さ」を重んじた解
釈（と適用）という活動のなかで「虞犯少年」概念が変化したことは、結
果として、?公正さ」だけでは対応し得ないものを公権力の持つ他の側面
に委ねる状況を生み出していったのではないだろうか。言いかえれば、司
法機関が取りこぼしてしまったものについて、これまで検討してきた立法
機関でも司法機関でもない、公権力のもう一つの部門である行政機関が受
け皿となっていったのではないかと考えられるのである。こうして結果的
に行政機関が広く受け皿となっていったと考えられる要請を「教育的配
慮」への要請と呼ぶことにしたい。
結局、こうした「教育的配慮」への要請を行政機関、とりわけ少年警察
が担うようになったことにより、家庭裁判所に対して虞犯保護事件を送
致･通告する件数が減少していったのではないかと仮説を立て
(207)
たい。本章
の冒頭で示した、家庭裁判所における虞犯保護事件の終局総人員数の全体
としての減少傾向は、直接的には、このように家庭裁判所に対して虞犯保
(207) 家庭裁判所における虞犯保護事件の新受人員数は、終局総人員数と同様の全体
としての大きな減少傾向を示している。『司法統計年報』によると、昭和27（1952）
年以降の虞犯保護事件の新受人員数は、昭和46（1971）年までは10，000名台から
7，000名台のあいだで推移しているが、昭和47年には、4，988名に、また昭和48年に
は、3，361名へと激減する。そして、昭和58（1983）年には、4，967名まで微増する
が、その後は減少し続け、平成9（1997）年には1，357名にまで至っている。虞犯保
護事件の新受人員数は、こうした形で終局総人員数とほぼ相似に変化していること
が分かる。
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護事件を送致･通告する件数が減少したことが反映されていると言えるだ
ろう。そして、このように送致･通告の件数が減少していったことの背景
には、家庭裁判所に対して虞犯保護事件を送致する側に、いうなれば「虞
犯少年」対策の変更があったのではないかと考えられるのである。もちろ
ん、こうした対策の変更には、少年個人への「教育的配慮」だけでなく、
社会的な安全の維持というような社会全体に対する考慮も働いていたとも
考えられるだろう。?虞犯少年」の概念には、?教育的配慮」への要請が
「公正さ」への要請とともに矛盾相克しながらも内包されていると考えら
れる。そしてまた、こうした社会全体への指向も、?公正さ」と「教育的
配慮」が示す矛盾対立とはまた別の観点からの根源的な矛盾対立を表わす
ものとして構造化し得ると考えられる。こうした点については四で検討す
る。
このように、?虞犯少年」概念がどのように構築され、運用されてきた
のかは、少年法制（あるいは少年司法システム）を構成する機関相互の関係
のなかから理解する必要があるだろう。
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